南木曽町告示第38号

　
南木曽町事業承継応援補助金交付要綱を次のように定め、令和７年４月１日から適用する。

　
令和７年４月１日

　
南木曽町長　向井　裕明
　
南木曽町事業承継応援補助金交付要綱

　
（趣旨）

第１　この要綱は、南木曽町の事業者の円滑な事業承継を支援することで、事業承継の促進や地域経済の維持・活性化を図ることを目的として、予算の範囲内において南木曽町事業承継応援補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、南木曽町補助金交付規則（昭和36年南木曽町規則第19号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、該当各号に定めるところによる。
（１）中小事業者　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号に掲げる者であって、原則として町内に主たる事業所を有する者
（２）個人事業主　継続・反復で事業を行っており、かつ、個人で事業を行うために開業届を提出している者で、原則として町内に主たる事業所を有する者
（３）事業承継　法人にあっては承継者が法人の代表に就任する登記の完了及び株式の過半数又は前代表者のすべての事業の譲渡を受けて事業を引き継ぐこと、個人事業主であっては、前事業者が廃業届を提出、承継者が開業届出を提出して事業を引き継ぐこと又はそれに準ずる手続きがされていること。
　（補助対象者）
第３　この要綱の対象となる者は、南木曽商工会に加入している者で、次の各号に掲げる要件をすべて満たすものとする。
（１）町内に住所及び事業所を有する個人事業主、又は従業員100名以内の中小事業者
（２）町税等の滞納がないこと。なお、転入者にあっては旧住所地の市町村税等についても滞納がない者
（３）町内の事業所等を承継し、南木曽町に住所を有し５年以上継続して営業しようとする者
（４）事業承継にあたり、中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第31条第１項に基づく認定経営革新等支援機関、又は長野県事業承継・引継ぎ支援センターに相談を行っている者
（５）営業に必要な許可等を取得している者又はその旨が確実な者
（６）風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法令（昭和23年法律第
122号）に定める風俗営業を行う者ではないこと。
（７）チェーンストア及びフランチャイズ形式等による事業ではないこと。
（８）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員ではない者若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者
２　前項の規定にかかわらず、事業承継しようとする事業又は事業承継した事業が次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者から除くものとする。

　（１）事業を承継するにあたり、法令に基づき許認可を受けていない者
　（２）事業を承継するにあたり、必要な届出等を行っていない者

　（３）政治、経済、宗教上の組織又は団体を承継しようとする者
　（補助対象経費及び補助金の額）

第４　補助の対象となる経費は、補助金の交付決定年度に事業承継に要した経費であって、別表１に掲げるものとし、その金額は消費税分を含まない金額で算出する。
２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費は補助の対象としない。
　（１）国、県その他の団体等から事業承継に関連する補助金を受けた経費

（２）事業承継に必要であると判断できない経費
（３）支払金額が証拠書類等によって確認できない経費
（４）実績報告の日までに支払いが完了していない経費
３　補助金の額は、別表１のとおりとする。ただし、その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。
　（交付申請）
第５　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、南木曽町事業承継応援補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長へ提出しなければならない。
　（１）事業承継が完了したことが確認できる書類
　　ア　法人の場合は、履歴事項全部証明書、株主名簿又は法人税申請書別表　
　　２
　　イ　個人の場合は、承継元の廃業届及び承継者の開業届
　（２）許認可を伴う業種であれば許可証の写し又は許認可申請証の写し
　（３）町税等の滞納がない旨の証明書
　（４）５年以上事業を継続すること及び暴力団関係者でない旨の誓約書（様式第２号）

　（５）住民票の写し（申請者が個人の場合に限る）
　（６）契約書、見積書等、積算根拠がわかる書類及び、設計図書又はカタログ

（７）そのほか、町長が必要と認める書類
　（交付決定等）
第６　町長は、第５に規定する申請書及び必要書類を受理したときは、その内容を審査し、交付又は不交付の決定をするものとする。
２　町長は、補助金の交付の可否を決定したときは、その旨を南木曽町事業承継応援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。
　（変更申請等）
第７　申請者は、第６で申請した内容を変更しようとするときは南木曽町事業承継応援補助金変更承認申請書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項の規定による変更申請があった場合は、内容を審査し、適当と認めたときは南木曽町事業承継応援補助金変更承認通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。

　（実績報告書）
第８　申請者は、事業が終了した後、速やかに南木曽町事業承継応援補助金実績報告書（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に報告しなければならない。
（１）経費の内訳がわかる書類（精算明細書、支払証明書）
（２）契約書及び支払いを証する書類の写し
（３）改築した事業所、購入した備品の写真
（４）そのほか町長が認める書類

　（補助金額の確定）

第９　町長は、第８に規定する実績報告書の提出を受けたときは、書類等を審査し、交付の可否及び交付金額の確定をし、南木曽町事業承継応援補助金交付確定通知書（様式第７号）を申請者に通知するものとする。

　（請求及び交付）
第10　申請者は、第９に規定する確定通知を受けたときは、速やかに南木曽町事業承継応援補助金請求書（様式第８号）を町長に提出するものとする。

２　町長は、申請者から前項の請求があったときには、速やかに補助金を支払うものとする。
　（事業状況報告）
第11　申請者は、事業が完了した年度の翌年から５年間、各年度の翌月末までに、補助事業の成果に係る各事業年度の状況について南木曽町事業承継応援補助金事業状況報告書（様式第９号）により町長に報告しなければならない。

　（不当利得の返還）
第12　町長は、申請者が虚偽の申請又は不正の行為により補助金の交付を受けたときは、既に交付した補助金を返還させることができる。
　（補助金の返還）
第13　町長は次の各号に該当したときは、補助金の返還を求めることができる。ただし、災害等やむを得ない場合は、補助金の返還を求めないことができる。
　（１）事業承継した事業を５年経たずに廃業又は転出したとき。

　（２）町に支払うべき租税公課を一年以上滞納したとき。
　（３）その他町長が不適切と認めたとき。
２　前項１号により返還を求める額は、当該補助金を60で除し、これに60月から既に営業した月数を減じた月数を乗じて得た金額とし、1,000円未満の端数は切り捨てるものとする。
３　第１項第２号及び第３号により返還を求める額は、当該補助金の全額とする。
　（補則）
第14　この要綱に定めのあるもののほか、必要な事項については、町長が別に定める。

別表１（第４関係）

	補助対象経費
	内容等
	補助率
	補助限度額

	設備費
	店舗の設備費、備品購入費（消耗品を除く）
	補助対象経費の２分の１
	上限200千円

	工事費
	店舗の改装、新規看板の設置、既存看板の建替等
	
	

	広告宣伝費
	ホームページの新規作成、更新等
	
	

	委託料
	課題分析、戦略策定、コンサルティング料等
	
	

	その他
	町長が必要と認めた経費
	
	


